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１ 令和３（２０２１）年度補正予算概要 

 

一般会計 

【歳出】                               

民生費                                                       （単位：千円） 

科目 補正額 説明 特定財源 

子ども未来総務費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△484 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

谷地頭児童館遊戯室床改修費減   △222 

大川児童館屋根等改修費減     △674 

補助金増              412 

児童福祉施設整備費補助金増   412 

 

 

 

 

 

 

 

 

(国) 

次世代育成支援対策施設 

整備費補助金    △298  

(国) 

児童福祉施設整備費 

補助金         338 

(地方債) 

児童福祉施設整備事業債 

        △900 

(地方債) 

児童福祉施設整備費 

補助事業債       100 

子ども健全育成費 △502 はこだてキッズタウン 

開催負担金皆減    △502 

 

 

衛生費                                                       （単位：千円） 

科目 補正額 説明 特定財源 

母子保健費 12,207 特定不妊治療助成事業費増    12,207 

 

(道) 

特定不妊治療助成事業費 

補助金      6,103 

 

【債務負担行為】 

（変更）                                                      （単位：千円）  

事項 
補正前 補正後 

限度額 限度額 

生 活 館 管 理 委 託 料 37,276 37,275 
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２ 函館市特定教育・保育施設および特定地域型保育事業の運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例の骨子 

   

（１）改正理由 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・

子育て支援施設等の運営に関する基準の一部改正に伴い，特定教育

・保育施設または特定地域型保育事業者が書面等に代えて電磁的記

録により記録の作成を行う場合等に関する規定の整備等をするため 

 

（２）改正内容 

   別紙新旧対照表のとおり 

 

（３）施行期日 

   公布の日 
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函館市特定教育・保育施設および特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例 新旧対照表 

 

現 行 改 正 案 

  

目次 目次 

 第１章～第３章 （略）  第１章～第３章 （略） 

（新設）  第４章 雑則（第５３条） 

 附則  附則 

  

 （内容および手続の説明および同意）  （内容および手続の説明および同意） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 特定教育・保育施設は，利用申込者からの

申出があった場合には，前項の規定による文

書の交付に代えて，第５項で定めるところに

より，当該利用申込者の承諾を得て，当該文

書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を

使用する方法その他の情報通信の技術を利用

する方法であって次に掲げるもの（以下この

条において「電磁的方法」という。）により

提供することができる。この場合において，

当該特定教育・保育施設は，当該文書を交付

したものとみなす。 

（削る） 

 

 (1) 電子情報処理組織を使用する方法のうち

アまたはイに掲げるもの 

 

  ア 特定教育・保育施設の使用に係る電子

計算機と利用申込者の使用に係る電子計

算機とを接続する電気通信回線を通じて

送信し，受信者の使用に係る電子計算機

に備えられたファイルに記録する方法 

 

  イ 特定教育・保育施設の使用に係る電子

計算機に備えられたファイルに記録され

た前項に規定する重要事項を電気通信回

線を通じて利用申込者の閲覧に供し，当

該利用申込者の使用に係る電子計算機に

備えられたファイルに当該重要事項を記

録する方法（電磁的方法による提供を受

ける旨の承諾または受けない旨の申出を

する場合にあっては，特定教育・保育施

設の使用に係る電子計算機に備えられた

ファイルにその旨を記録する方法） 

 

 (2) 磁気ディスク，シー・ディー・ロムその

他これらに準ずる方法により一定の事項を

確実に記録しておくことができる物をもっ

て調製するファイルに前項に規定する重要

事項を記録したものを交付する方法 

 

３ 前項に掲げる方法は，利用申込者がファイ

ルへの記録を出力することによる文書を作成

することができるものでなければならない。 

（削る） 
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４ 第２項第１号の「電子情報処理組織」とは，

特定教育・保育施設の使用に係る電子計算機

と，利用申込者の使用に係る電子計算機とを

電気通信回線で接続した電子情報処理組織を

いう。 

（削る） 

 

５ 特定教育・保育施設は，第２項の規定によ

り第１項に規定する重要事項を提供しようと

するときは，あらかじめ，当該利用申込者に

対し，その用いる次に掲げる電磁的方法の種

類および内容を示し，文書または電磁的方法

による承諾を得なければならない。 

（削る） 

 

 (1) 第２項各号に規定する方法のうち特定教

育・保育施設が使用するもの 

 

 (2) ファイルへの記録の方式  

６ 前項の規定による承諾を得た特定教育・保

育施設は，当該利用申込者から文書または電

磁的方法により電磁的方法による提供を受け

ない旨の申出があったときは，当該利用申込

者に対し，第１項に規定する重要事項の提供

を電磁的方法によってしてはならない。ただ

し，当該利用申込者が再び前項の規定による

承諾をした場合は，この限りでない。 

（削る） 

 

  

 （内容および手続の説明および同意）  （内容および手続の説明および同意） 

第38条 （略） 第38条 （略） 

２ 第５条第２項から第６項までの規定は，前

項の規定による文書の交付について準用す

る。 

（削る） 

 

  

 （特定教育・保育施設等との連携）  （特定教育・保育施設等との連携） 

第42条 特定地域型保育事業者（居宅訪問型保

育事業を行う者を除く。以下この項から第５

項までにおいて同じ。）は，特定地域型保育

が適正かつ確実に実施され，および必要な教

育・保育が継続的に提供されるよう，次に掲

げる事項に係る連携協力を行う認定こども

園，幼稚園または保育所（以下「連携施設」

という。）を適切に確保しなければならない。

ただし，離島その他の地域であって，連携施

設の確保が著しく困難であると市が認めるも

のにおいて特定地域型保育事業を行う特定地

域型保育事業者については，この限りでない。 

第42条 （略） 

 

 (1)・(2) （略）  (1)・(2) （略） 

 (3) 当該特定地域型保育事業者により特定地

域型保育の提供を受けていた満３歳未満保

育認定子ども（事業所内保育事業を利用す

る満３歳未満保育認定子どもにあっては，

第37条第２項に規定するその他の小学校就

学前子どもに限る。以下この号において同

 (3) 当該特定地域型保育事業者により特定地

域型保育の提供を受けていた満３歳未満保

育認定子ども（事業所内保育事業を利用す

る満３歳未満保育認定子どもにあっては，

第37条第２項に規定するその他の小学校就

学前子どもに限る。以下この号および第４
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じ。）を，当該特定地域型保育の提供の終

了に際して，当該満３歳未満保育認定子ど

もに係る教育・保育給付認定保護者の希望

に基づき，引き続き当該連携施設において

受け入れて教育・保育を提供すること。 

項第１号において同じ。）を，当該特定地

域型保育の提供の終了に際して，当該満３

歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給

付認定保護者の希望に基づき，引き続き当

該連携施設において受け入れて教育・保育

を提供すること。 

２～９ （略） ２～９ （略） 

  

（新設）    第４章 雑則 

  

  （電磁的記録等） 

（新設） 

 

第53条 特定教育・保育施設または特定地域型

保育事業者は，記録，作成，保存その他これ

らに類するもののうち，この条例の規定にお

いて書面等（書面，書類，文書，謄本，抄本，

正本，副本，複本その他文字，図形等人の知

覚によって認識することができる情報が記載

された紙その他の有体物をいう。以下この条

において同じ。）により行うことが規定され

ているものについては，当該書面等に代えて，

当該書面等に係る電磁的記録（電子的方式，

磁気的方式その他人の知覚によっては認識す

ることができない方式で作られる記録であっ

て，電子計算機による情報処理の用に供され

るものをいう。次項において同じ。）により

行うことができる。 

２ 特定教育・保育施設または特定地域型保育

事業者は，この条例の規定による書面等の交

付または提出については，当該書面等が電磁

的記録により作成されている場合には，当該

書面等の交付または提出に代えて，第４項で

定めるところにより，教育・保育給付認定保

護者の承諾を得て，当該書面等に記載すべき

事項（以下この条において「記載事項」とい

う。）を電子情報処理組織（特定教育・保育

施設または特定地域型保育事業者の使用に係

る電子計算機と，教育・保育給付認定保護者

の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で

接続した電子情報処理組織をいう。第１号に

おいて同じ。）を使用する方法その他の情報

通信の技術を利用する方法であって次に掲げ

るもの（以下この条において「電磁的方法」

という。）により提供することができる。こ

の場合において，当該特定教育・保育施設ま

たは特定地域型保育事業者は，当該書面等を

交付し，または提出したものとみなす。 

 (1) 電子情報処理組織を使用する方法のうち

アまたはイに掲げるもの 

  ア 特定教育・保育施設または特定地域型
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保育事業者の使用に係る電子計算機と教

育・保育給付認定保護者の使用に係る電

子計算機とを接続する電気通信回線を通

じて送信し，受信者の使用に係る電子計

算機に備えられたファイルに記録する方

法 

  イ 特定教育・保育施設または特定地域型

保育事業者の使用に係る電子計算機に備

えられたファイルに記録された記載事項

を電気通信回線を通じて教育・保育給付

認定保護者の閲覧に供し，教育・保育給

付認定保護者の使用に係る電子計算機に

備えられた当該教育・保育給付認定保護

者のファイルに当該記載事項を記録する

方法（電磁的方法による提供を受ける旨

の承諾または受けない旨の申出をする場

合にあっては，特定教育・保育施設また

は特定地域型保育事業者の使用に係る電

子計算機に備えられたファイルにその旨

を記録する方法） 

  (2) 磁気ディスク，シー・ディー・ロムその

他これらに準ずる方法により一定の事項を

確実に記録しておくことができる物をもっ

て調製するファイルに記載事項を記録した

ものを交付する方法 

 ３ 前項各号に掲げる方法は，教育・保育給付

認定保護者がファイルへの記録を出力するこ

とによる文書を作成することができるもので

なければならない。 

 ４ 特定教育・保育施設または特定地域型保育

事業者は，第２項の規定により記載事項を提

供しようとするときは，あらかじめ，当該記

載事項を提供する教育・保育給付認定保護者

に対し，その用いる次に掲げる電磁的方法の

種類および内容を示し，文書または電磁的方

法による承諾を得なければならない。 

  (1) 第２項各号に規定する方法のうち特定教

育・保育施設または特定地域型保育事業者

が使用するもの 

  (2) ファイルへの記録の方式 

 ５ 前項の規定による承諾を得た特定教育・保

育施設または特定地域型保育事業者は，当該

教育・保育給付認定保護者から文書または電

磁的方法により，電磁的方法による提供を受

けない旨の申出があったときは，当該教育・

保育給付認定保護者に対し，第２項に規定す

る記載事項の提供を電磁的方法によってして

はならない。ただし，当該教育・保育給付認

定保護者が再び前項の規定による承諾をした
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場合は，この限りでない。 

 ６ 第２項から前項までの規定は，この条例の

規定による書面等による同意の取得について

準用する。この場合において，第２項各号列

記以外の部分中「書面等の交付または提出」

とあり，および「書面等に記載すべき事項（以

下この条において「記載事項」という。）」

とあるのは「書面等による同意」と，「第４

項」とあるのは「第６項において準用する第

４項」と，「提供する」とあるのは「得る」

と，「書面等を交付し，または提出した」と

あるのは「書面等による同意を得た」と，同

項第１号イおよび第２号中「記載事項」とあ

るのは「同意に関する事項」と，同項第１号

イ中「提供を受ける」とあるのは「同意を行

う」と，「受けない」とあるのは「行わない」

と，同項第２号中「交付する」とあるのは「得

る」と，第３項中「前項各号」とあるのは「第

６項において準用する前項各号」と，第４項

各号列記以外の部分中「第２項」とあるのは

「第６項において準用する第２項」と，「記

載事項を提供しよう」とあるのは「同意を得

よう」と，「記載事項を提供する」とあるの

は「同意を得ようとする」と，同項第１号中

「第２項各号」とあるのは「第６項において

準用する第２項各号」と，前項中「前項」と

あるのは「次項において準用する前項」と，

「提供を受けない」とあるのは「同意を行わ

ない」と，「第２項に規定する記載事項の提

供」とあるのは「この条例の規定による書面

等による同意の取得」と読み替えるものとす

る。 

  

 

7



 

３  公の施設の指定管理者の指定について  

 

(1) 函館市根崎生活館の指定管理者  

 ア  公の施設の名称および位置  

    名称  函館市根崎生活館  

    位置   函館市根崎町５５６番地の２  

イ  指定管理者の住所，名称および代表者の氏名  

    住所  函館市若松町３３番６号  

    名称  社会福祉法人函館市社会福祉協議会  

    代表者の氏名  会長  大槻  寅男  

  ウ  指定の期間  

    令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで  

  エ  候補者の選定  

   (ｱ) 応募団体の名称  

 社会福祉法人函館市社会福祉協議会  

   (ｲ) 評価内容  

 評価基準に基づき審査を行い，適当と認められるため候補者

とした。  

 

  オ  管理委託料   

３７，２７５千円  
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